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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第58期

第３四半期連結
累計期間

第59期
第３四半期連結
累計期間

第58期
第３四半期連結
会計期間

第59期
第３四半期連結
会計期間

第58期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
12月31日

自平成21年
４月１日
至平成21年
12月31日

自平成20年
10月１日
至平成20年
12月31日

自平成21年
10月１日
至平成21年
12月31日

自平成20年
４月１日
至平成21年
３月31日

売上高（百万円） 180,765 139,982 51,667 41,516 229,643

経常利益（百万円） 3,642 1,772 736 668 4,084

四半期（当期）純利益（百万円） 1,629 1,209 35 396 2,209

純資産額（百万円） － － 58,234 59,290 59,234

総資産額（百万円） － － 90,906 82,588 82,203

１株当たり純資産額（円） － － 1,923.121,958.031,956.15

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
52.49 39.93 1.15 13.11 71.61

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 64.1 71.8 72.1

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
5,268 5,603 － － 12,954

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△156 60 － － △240

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△5,326 △911 － － △8,480

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
－ － 4,486 13,718 9,077

従業員数（人） － － 751 710 766

　（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

　２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。

　また、主要な関係会社における異動もありません。

 

３【関係会社の状況】

　当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年12月31日現在

従業員数（人） 710〔85〕 

　（注）１　従業員数は就業人員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含む。）であり、臨時従業員数は〔　〕内に当第３四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載してお

ります。

２　臨時従業員には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。

(2）提出会社の状況

 平成21年12月31日現在

従業員数（人） 549〔80〕 

　（注）１　従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時従業

員数は〔　〕内に当第３四半期会計期間の平均人員を外数で記載しております。

２　臨時従業員には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。
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第２【事業の状況】

１【仕入、受注及び販売の状況】

(1）仕入実績

　当第３四半期連結会計期間における仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

前年同四半期比（％）

デバイス事業（百万円） 21,178 △57.5

ソリューション事業（百万円） 1,967 ＋5.0

合計（百万円） 23,146 △55.2

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）受注実績

　当第３四半期連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
受注高
（百万円）

前年同四半期比
（％）　

受注残高
（百万円）

前年同四半期比
（％）　

デバイス事業 35,229 △18.5 27,388 ＋6.6

ソリューション事業 2,624 △5.7 4,721 △3.9

合計 37,853 △17.7 32,110 ＋4.9

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）販売実績

　当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

前年同四半期比（％）

デバイス事業（百万円） 39,243 △20.5

ソリューション事業（百万円） 2,272 △0.1

合計（百万円） 41,516 △19.6

　（注）１　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。

相手先

前第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日　
　　至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日　
　　至　平成21年12月31日）

販売高（百万円） 割合（%） 販売高（百万円） 割合（%）

任天堂株式会社 21,511 41.6 7,325 17.6
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２【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）業績

当第３四半期連結会計期間における世界経済は、前四半期に引き続き持ち直しの動きが見られたものの、日米欧

では失業率が高止まるなど雇用情勢は厳しく、景気低迷の長期化懸念が払拭しきれないまま推移しました。また、当

社の属するエレクトロニクス業界におきましては、半導体・電子部品の受注回復が顕著になってきたものの、消費

刺激策の効果やアジア新興国における急速な需要拡大に牽引されている面が強く、依然本格的な回復には至ってお

りません。

  このようななか、当社グループは多様化かつ複雑化するニーズに対し「グローバル対応（販売／流通）」「品揃

え」「技術力」「コーディネート」の４つの機能を柱にした幅広いソリューションを提供することで、顧客並びに

仕入先に対するエレクトロニクス商社としての存在価値向上に取り組んでまいりました。また、ＣＳＲやリスク対

応の強化によるロスミニマムの徹底を通して企業力の強化にも努めてまいりました。

  この結果、当第３四半期会計期間の連結業績は、売上高は415億16百万円（前年同期比19.6％減）となりました。

また、営業利益は総利益率の改善や販管費の削減により6億59百万円（前年同期比177.4％増）、経常利益は為替差

損により6億68百万円（前年同期比9.2％減）に留まり、四半期純利益は前期に投資有価証券評価損を計上したこと

から3億96百万円（前年同期比1,026.9％増）となりました。

事業の種類別セグメントの業績は、次の通りです。

①  デバイス事業

デバイス事業におきましては、主にエレクトロニクスメーカー向けに半導体（システムＬＳＩ、マイコン、液晶

ディスプレイドライバＩＣ、メモリ等）や電子部品（コネクタ、コンデンサ、回路基板等）の販売に加え、ソフト

開発やＡＳＩＣ設計等の技術サポートを行っております。

　当第３四半期連結会計期間におきましては、半導体は家庭用ゲーム機向けシステムＬＳＩなどが減少し、売上高

が前年同期に比べ減少いたしました。また、電子部品につきましては、コネクタなど一部の製品が堅調に推移した

ものの、家庭用ゲーム機向け回路部品やプラズマテレビ向け回路基板などが減少し、売上高が前年同期に比べ減

少いたしました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　             この結果、連結デバイス事業の売上高は392

億43百万円（前年同期比20.5％減）、営業利益は総利益率の改善や販管費の削減に努め10億25百万円（前年同期

比43.5％増）となりました。

  なお、受注高は352億29百万円、受注残高は273億88百万円となりました。

②  ソリューション事業

ソリューション事業におきましては、主に企業や医療機関、官公庁、自治体向けに情報通信ネットワークや基幹

業務システムの販売及び保守・サポート等を行うネットワークシステム関連ビジネスと、放送局や映像制作のプ

ロダクション向けに映像コンテンツの編集や送出、配信に使用するシステムやソフトウェアの販売等を行う映像

システム関連ビジネスを展開しております。

  当第３四半期連結会計期間におきましては、民間企業などの設備投資の抑制からネットワークシステム関連ビ

ジネス及び映像システム関連ビジネスとも、売上高が前年同期に比べ減少いたしました。

  この結果、連結ソリューション事業の売上高は22億72百万円（前年同期比0.1％減）、営業損失は65百万円（前

年同期比53百万円の改善）となりました。なお、連結ソリューション事業の売上高につきましては、第２四半期及

び第４四半期に集中する定常的な季節要因があり、当第３四半期の営業損失は、第４四半期に解消される見通し

です。

  なお、受注高は26億24百万円、受注残高は47億21百万円となりました。
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所在地別セグメントの業績は、次の通りです。

①  日本

　当第３四半期連結会計期間におきましては、家庭用ゲーム機向けシステムＬＳＩや回路部品などが減少し、加え

て、海外へのセット生産移管の影響により、売上高が前年同期に比べ減少いたしました。この結果、売上高は251億

50百万円（前年同期比41.5％減）、営業利益は1億28百万円（前年同期比75.3％減）となりました。

②  アジア

　当第３四半期連結会計期間におきましては、液晶テレビ向け液晶ディスプレイドライバＩＣ、プラズマテレビ向

け回路基板などが減少したものの、液晶テレビ、ブルーレイプレイヤー／レコーダー向けシステムＬＳＩやデジ

タル家電向けコネクタなどが好調に推移し、売上高が前年同期に比べ増加いたしました。この結果、売上高は156

億26百万円（前年同期比88.4％増）、営業利益は3億85百万円（前年同期比209.6％増）となりました。

③  北米

　当第３四半期連結会計期間におきましては、車載や家庭用ゲーム機の周辺機器向けマイコンなどの半導体が減

少したものの、ＧＰＳ向けモジュールビジネスが好調に推移し、売上高が前年同期に比べ増加いたしました。この

結果、売上高は7億39百万円（前年同期比79.1％増）、営業利益は販売構成の変化による総利益率の低下により、1

百万円（前年同期比94.8％減）となりました。

(2）キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物は、仕入債務の減少及び短期借入金の返

済等による支出が売上債権の減少等による収入を上回ったため、第２四半期連結会計期間末に比べて96百万円減少

し、137億18百万円となりました。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第３四半期連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、売上債権の減少等が仕入債務の減少等を上

回り、6億27百万円の収入となりました。その結果、前第３四半期連結会計期間が38億97百万円の支出であったこと

から、45億24百万円の収入増となりました。なお、当第３四半期連結累計期間では56億3百万円の収入となっており

ます。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第３四半期連結会計期間の投資活動によるキャッシュ・フローは、主に投資有価証券の売却による収入等によ

り34百万円の収入となりました。その結果、前第３四半期連結会計期間が82百万円の支出であったことから、1億17

百万円の収入増となりました。なお、当第３四半期連結累計期間では60百万円の収入となっております。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

 当第３四半期連結会計期間の財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の返済及び配当金の支払による

支出等により7億81百万円の支出となりました。その結果、前第３四半期連結会計期間が12億83百万円の収入であっ

たことから、20億64百万円の支出増となりました。なお、当第３四半期連結累計期間では9億11百万円の支出となっ

ております。

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において重要な変更はありません。

(4）研究開発活動

株式会社ＴＡＫＵＭＩは、第２四半期連結会計期間において当社が所有する株式の一部を売却したことにより、

連結子会社ではなくなりました。その結果、当第３四半期連結会計期間以降につきましては、研究開発活動に該当事

項はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却等

について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあり

ません。 
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 76,171,000

計 76,171,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成21年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年２月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 30,281,373 30,281,373
東京証券取引所

市場第一部
単元株式数100株

計 30,281,373 30,281,373 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成21年10月１日～

平成21年12月31日　　　

　

－ 30,281 － 14,811 － 15,329

 

（５）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。 
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（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成21年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。 

①【発行済株式】

 平成21年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
　普通株式

400
－ 単元株式数100株

完全議決権株式（その他）（注）
普通株式　

30,263,700
302,637 同上

単元未満株式
普通株式　　　

17,273
－ －

発行済株式総数 30,281,373 － －

総株主の議決権 － 302,637 －

　（注）　「完全議決権株式（その他）」の株式数の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権の数10　個）

含まれております。

②【自己株式等】

 平成21年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

三信電気株式会社
東京都港区芝四丁

目４番12号
400 － 400 0.00

計 － 400 － 400 0.00

　（注）　当第３四半期末の自己株式数は525株であります。

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 690 709 765 858 872 800 779 747 651

最低（円） 608 610 693 733 764　 700 619 611 617

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動は、次の通りであります。

（１）役職の異動　

　新役名 　新職名 　旧役名 　旧職名 　氏名 異動年月日　

常務取締役 東日本営業本部長 取締役 東日本営業本部長 正田　良弘 平成21年７月６日
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から

平成21年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平

成20年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表については監査法人トーマツによる四半期レビューを受け、また、当第３四半期連結会計期間（平成

21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31

日まで）に係る四半期連結財務諸表については有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

　なお、監査法人トーマツは、監査法人の種類の変更により、平成21年７月１日をもって有限責任監査法人トーマツと

なっております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 13,718 9,077

受取手形及び売掛金 44,497 45,207

商品 13,819 15,115

半成工事 47 0

その他 2,659 4,826

貸倒引当金 △26 △21

流動資産合計 74,716 74,206

固定資産

有形固定資産 ※1
 4,790

※1
 4,931

無形固定資産

のれん 60 68

その他 433 544

無形固定資産合計 493 613

投資その他の資産

その他 2,631 2,496

貸倒引当金 △43 △44

投資その他の資産合計 2,587 2,451

固定資産合計 7,872 7,996

資産合計 82,588 82,203

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 18,210 17,457

1年内返済予定の長期借入金 1,800 1,800

未払法人税等 128 617

引当金 287 630

その他 1,154 726

流動負債合計 21,581 21,231

固定負債

長期借入金 1,500 1,500

その他 216 237

固定負債合計 1,716 1,737

負債合計 23,297 22,969
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 14,811 14,811

資本剰余金 15,329 15,329

利益剰余金 31,241 32,628

自己株式 △0 △1,703

株主資本合計 61,382 61,066

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 136 △11

繰延ヘッジ損益 △7 △6

為替換算調整勘定 △2,221 △1,814

評価・換算差額等合計 △2,091 △1,832

純資産合計 59,290 59,234

負債純資産合計 82,588 82,203
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

売上高 180,765 139,982

売上原価 170,073 131,191

売上総利益 10,691 8,790

販売費及び一般管理費 ※1
 7,784

※1
 7,001

営業利益 2,906 1,789

営業外収益

受取利息 59 33

受取配当金 36 23

為替差益 657 －

その他 76 46

営業外収益合計 829 103

営業外費用

支払利息 54 34

売上割引 30 28

為替差損 － 52

その他 9 5

営業外費用合計 93 120

経常利益 3,642 1,772

特別利益

固定資産売却益 3 0

投資有価証券売却益 0 91

貸倒引当金戻入額 11 －

のれん譲渡益 － 115

特別利益合計 14 206

特別損失

固定資産売却損 0 －

固定資産除却損 3 0

投資有価証券評価損 465 9

会員権評価損 11 －

特別損失合計 480 10

税金等調整前四半期純利益 3,177 1,969

法人税等 1,547 759

四半期純利益 1,629 1,209
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

売上高 51,667 41,516

売上原価 48,945 38,548

売上総利益 2,721 2,967

販売費及び一般管理費 ※1
 2,483

※1
 2,308

営業利益 237 659

営業外収益

受取利息 10 10

受取配当金 14 6

為替差益 480 2

その他 10 10

営業外収益合計 516 30

営業外費用

支払利息 14 12

売上割引 － 6

その他 3 2

営業外費用合計 17 20

経常利益 736 668

特別利益

固定資産売却益 △0 －

投資有価証券売却益 － 28

貸倒引当金戻入額 8 8

特別利益合計 8 36

特別損失

固定資産売却損 0 －

固定資産除却損 2 0

投資有価証券評価損 437 －

会員権評価損 11 －

特別損失合計 450 0

税金等調整前四半期純利益 293 705

法人税等 258 308

四半期純利益 35 396

EDINET提出書類

三信電気株式会社(E02671)

四半期報告書

15/27



（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 3,177 1,969

減価償却費 282 257

のれん償却額 20 20

前払年金費用の増減額（△は増加） △2 42

貸倒引当金の増減額（△は減少） △11 4

受取利息及び受取配当金 △95 △57

支払利息 54 34

投資有価証券売却損益（△は益） － △91

固定資産売却損益（△は益） △3 △0

投資有価証券評価損益（△は益） 465 9

売上債権の増減額（△は増加） 5,353 300

たな卸資産の増減額（△は増加） △2,735 1,011

仕入債務の増減額（△は減少） △528 1,041

未収消費税等の増減額（△は増加） 761 1,927

未払消費税等の増減額（△は減少） △10 △4

その他 △203 329

小計 6,524 6,795

利息及び配当金の受取額 95 55

利息の支払額 △57 △23

法人税等の支払額 △1,293 △1,224

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,268 5,603

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △29 △6

有形固定資産の売却による収入 4 0

ソフトウエアの取得による支出 △38 △9

投資有価証券の取得による支出 △123 △10

投資有価証券の売却による収入 10 112

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る支出

－ △16

その他 21 △9

投資活動によるキャッシュ・フロー △156 60

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 7,593 2,571

短期借入金の返済による支出 △10,850 △2,571

リース債務の返済による支出 △38 △29

自己株式の純増減額（△は増加） △892 △0

配当金の支払額 △1,139 △881

財務活動によるキャッシュ・フロー △5,326 △911

現金及び現金同等物に係る換算差額 △302 △110

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △517 4,641

現金及び現金同等物の期首残高 5,003 9,077

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 4,486

※1
 13,718
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

１．連結の範囲に関する事項の変更 (1)連結の範囲の変更

　第２四半期連結会計期間において、連結子会社であった株式会社ＴＡＫ

ＵＭＩは当社が所有する株式の一部を売却した結果、子会社ではなくなっ

たため、連結の範囲から除外しております。

(2)変更後の連結子会社の数

　６社

２．会計処理基準に関する事項の変更 （在外連結子会社の収益及び費用の本邦通貨への換算の基準）

　在外連結子会社の収益及び費用項目については、これまで決算時の為替

相場により換算する方法を採用してまいりましたが、在外子会社の重要性

が増し、各四半期毎の損益の状況をより的確に表示する目的で、第１四半

期連結会計期間より、期中平均相場により換算する方法に変更いたしまし

た。

　これによる損益に与える影響は軽微であります。

　

【表示方法の変更】

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

（四半期連結損益計算書）

　前第３四半期連結会計期間において、営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「売上割引」は、営業外

費用総額の100分の20を超えたため、当第３四半期連結会計期間では区分掲記することとしました。なお、前第３四半期

連結会計期間の営業外費用の「その他」に含まれる「売上割引」は△0百万円であります。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

税金費用の計算 　法定実効税率をベースとした年間予測税率により計算しております。

　ただし、当該年間予測税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠

く結果となる場合には、法定実効税率を使用する方法によっております。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

項目
当第３四半期連結会計期間末
（平成21年12月31日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累

　　計額

 4,967百万円  4,852百万円

　２　偶発債務 内容 保証先
金額
(百万円)

銀行借入に
対する支払
保証 

三信国際貿易
（上海）有限
公司
※１

92  　

(1,000千米ドル)

従業員
※２  90 

 計  182 

※１　経営指導念書の差入によるもので

あります。

※２　従業員の住宅取得資金借入につい

ての金融機関への債務保証のうち住

宅資金貸付保険が付保されているも

のについては、将来において実損が

発生する可能性がないため、偶発債

務から除外しております。

内容 保証先
金額
(百万円)

銀行借入に
対する支払
保証 

三信国際貿易
（上海）有限
公司
※１

 196  　

(2,000千米ドル)

従業員
※２  91 

仕入債務保
証

SANSHIN
ELECTRONICS
EUROPE B.V.

94 

(957千米ドル)

 計  382 

※１　経営指導念書の差入によるもので

あります。

※２　従業員の住宅取得資金借入につい

ての金融機関への債務保証のうち住

宅資金貸付保険が付保されているも

のについては、将来において実損が

発生する可能性がないため、偶発債

務から除外しております。

　３　輸出手形割引高 (162千米ドル) 14百万円 (307千米ドル) 30百万円

　

（四半期連結損益計算書関係）

項目
前第３四半期連結累計期間　
(自　平成20年４月１日　
   至　平成20年12月31日)　

当第３四半期連結累計期間　
(自　平成21年４月１日　
   至　平成21年12月31日)　

※１　販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のと

おりであります。

給料及び手当 3,295百万円

賞与引当金繰入額 310百万円

給料及び手当 3,044百万円

賞与引当金繰入額 265百万円

項目
前第３四半期連結会計期間　
(自　平成20年10月１日　
   至　平成20年12月31日)　

当第３四半期連結会計期間　
(自　平成21年10月１日　
   至　平成21年12月31日)　

※１　販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のと

おりであります。

給料及び手当 846百万円

賞与引当金繰入額 310百万円

給料及び手当 806百万円

賞与引当金繰入額 265百万円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

項目
前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

※１　現金及び現金同等物の四半期

末残高と四半期連結貸借対照

表に掲記されている科目の金

額との関係

現金及び預金勘定 4,486百万円

現金及び現金同等物 4,486百万円

現金及び預金勘定 13,718百万円

現金及び現金同等物 13,718百万円
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（株主資本等関係）

　当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至平

成21年12月31日）

１　発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　　　　　30,281千株

２　自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　　　　　　　     0千株

３　配当に関する事項

  配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり

 配当額（円）
基準日 効力発生日

平成21年６月19日

定時株主総会
普通株式 605利益剰余金 20平成21年３月31日平成21年６月22日

平成21年11月6日

取締役会
普通株式 302利益剰余金 10平成21年９月30日平成21年12月10日

４　株主資本の金額の著しい変動

（自己株式の消却）

当社は平成21年５月19日開催の取締役会において、会社法第178条の規定に基づき、自己株式の消却を決議

し、同月26日に1,702千株の消却を行いました。これにより、第１四半期連結会計期間において自己株式が1,703

百万円減少し、利益剰余金が1,703百万円減少しております。

 

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

 
デバイス事業
（百万円）

ソリューショ
ン事業
（百万円）

計（百万円）
消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 49,390 2,276 51,667 － 51,667

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高
－ － － － －

計 49,390 2,276 51,667 － 51,667

営業利益（営業損失） 714 (118) 596 (358) 237

　

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

 
デバイス事業
（百万円）

ソリューショ
ン事業
（百万円）

計（百万円）
消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 39,243 2,272 41,516 － 41,516

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高
－ － － － －

計 39,243 2,272 41,516 － 41,516

営業利益（営業損失） 1,025 (65) 960 (301) 659
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前第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

 
デバイス事業
（百万円）

ソリューショ
ン事業
（百万円）

計（百万円）
消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 172,044 8,720 180,765 － 180,765

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高
－ － － － －

計 172,044 8,720 180,765 － 180,765

営業利益 3,871 73 3,944 (1,037) 2,906

　

当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

 
デバイス事業
（百万円）

ソリューショ
ン事業
（百万円）

計（百万円）
消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 132,719 7,262 139,982 － 139,982

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高
－ － － － －

計 132,719 7,262 139,982 － 139,982

営業利益 2,626 102 2,729 (940) 1,789

　（注）１　事業区分の方法は、事業体制（組織）を基本とし、取扱商品、製品区分並びに販売形態等を勘案し、区分してお

ります。

２　各区分の主な製品

(1）デバイス事業……………半導体、一般電子部品

(2）ソリューション事業……電子機器

３　会計処理の方法の変更

前第３四半期連結累計期間　

　（連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い）

　第１四半期連結会計期間より「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」

（実務対応報告第18号　平成18年５月17日）を適用し、連結決算上必要な修正を行っております。

　なお、これによる損益に与える影響は軽微であります。

　

当第３四半期連結累計期間

（在外連結子会社の収益及び費用の本邦通貨への換算の基準）　

　在外連結子会社の収益及び費用項目については、これまで決算時の為替相場により換算する方法を採用し

てまいりましたが、在外子会社の重要性が増し、各四半期毎の損益の状況をより的確に表示する目的で、第１

四半期連結会計期間より、期中平均相場により換算する方法に変更いたしました。

　これによる損益に与える影響は軽微であります。
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【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

 
日本

（百万円）
アジア
（百万円）

北米
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全
社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 42,961 8,293 412 51,667 － 51,667

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
1,625 487 2 2,115 (2,115) －

計 44,587 8,780 415 53,782 (2,115)51,667

営業利益 521 124 36 682 (444) 237

　

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

 
日本

（百万円）
アジア
（百万円）

北米
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全
社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 25,150 15,626 739 41,516 － 41,516

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
3,983 631 0 4,615 (4,615) －

計 29,133 16,258 739 46,131 (4,615)41,516

営業利益 128 385 1 516 142 659
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前第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

 
日本

（百万円）
アジア
（百万円）

北米
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全
社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 134,20744,478 2,079 180,765 － 180,765

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
6,017 1,414 6 7,438 (7,438) －

計 140,22545,892 2,086 188,204(7,438)180,765

営業利益 2,180 869 142 3,191 (284) 2,906

　

当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

 
日本

（百万円）
アジア
（百万円）

北米
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全
社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 91,007 46,591 2,383 139,982 － 139,982

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
11,257 1,767 1 13,027(13,027) －

計 102,26548,359 2,384 153,009(13,027)139,982

営業利益 623 863 19 1,506 282 1,789

　（注）１　国または地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国または地域

(1）アジア…香港、シンガポール、台湾

(2）北米……米国

　　　　３　会計処理の方法の変更

前第３四半期連結累計期間　

（連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い）

　第１四半期連結会計期間より「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」

（実務対応報告第18号　平成18年５月17日）を適用し、連結決算上必要な修正を行っております。

　なお、これによる損益に与える影響は軽微であります。

　

当第３四半期連結累計期間

（在外連結子会社の収益及び費用の本邦通貨への換算の基準）

　在外連結子会社の収益及び費用項目については、これまで決算時の為替相場により換算する方法を採用し

てまいりましたが、在外子会社の重要性が増し、各四半期毎の損益の状況をより的確に表示する目的で、第１

四半期連結会計期間より、期中平均相場により換算する方法に変更いたしました。

　これによる損益に与える影響は軽微であります。
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【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

 アジア 北米 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 22,601 139 55 22,796

Ⅱ　連結売上高（百万円）    51,667

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上

高の割合（％）
43.7 0.3 0.1 44.1

　

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

 アジア 北米 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 21,228 571 44 21,843

Ⅱ　連結売上高（百万円）    41,516

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上

高の割合（％）
51.1 1.4 0.1 52.6

　

前第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

 アジア 北米 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 100,454 1,006 161 101,623

Ⅱ　連結売上高（百万円）    180,765

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上

高の割合（％）
55.6 0.5 0.1 56.2

　

当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

 アジア 北米 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 74,671 1,925 58 76,655

Ⅱ　連結売上高（百万円）    139,982

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上

高の割合（％）
53.4 1.4 0.0 54.8

　（注）１　国または地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国または地域

(1）アジア…香港、シンガポール、台湾、韓国、中国

(2）北米……米国

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。

 

（有価証券関係）

　　当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日）

事業の運営において重要なものはありません。

 

（デリバティブ取引関係）

　当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日）

　事業の運営において重要なものはありません。

 

（ストック・オプション等関係）

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成21年12月31日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 1,958.03円 １株当たり純資産額 1,956.15円

２．１株当たり四半期純利益金額

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 52.49円 １株当たり四半期純利益金額 39.93円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式がないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式がないため記載しておりません。

（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

四半期純利益（百万円） 1,629 1,209

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 1,629 1,209

期中平均株式数（千株） 31,043 30,280

　

前第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 1.15円 １株当たり四半期純利益金額 13.11円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式がないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式がないため記載しておりません。

（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

四半期純利益（百万円） 35 396

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 35 396

期中平均株式数（千株） 30,569 30,280

 

（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。

 

２【その他】

　　 平成21年11月６日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）中間配当による配当金の総額……………………302百万円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………10円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成21年12月10日

　（注） 平成21年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し支払いを行っております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年２月６日

三信電気株式会社

取締役会　御中

監査法人トーマツ

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 松岡　幸秀　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 松本　　実　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている三信電気株式会社の

平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成20年

12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、三信電気株式会社及び連結子会社の平成20年12月31日現在の財政状態、同

日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

　２　四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年２月５日

三信電気株式会社

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 松岡　幸秀　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 松本　　実　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている三信電気株式会社の

平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年

12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、三信電気株式会社及び連結子会社の平成21年12月31日現在の財政状態、同

日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

　２　四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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